
 

平成１９年度  健全化判断比率等の修正  

 

１  健全化判断比率  

               （単位  ％）  

 実質赤字

比率  

連結実質

赤字比率  

実質公債

費比率  

将来負担

比率  

Ｈ１９年度数値 － － 12.6 144.4 

早期健全化基準 11.25 16.25 25.0 350.0 

財政再生基準 20.00 40.00 35.0  

 柏市は，実質赤字・連結実質赤字とも発生していません。  

 また，実質公債費比率，将来負担比率は，いずれも早期健全化基

準を下回っています。  

※ 将 来 負 担 比 率 の 算 定 に 誤 り が あ っ た た め ， 将 来 負 担 比 率 を

167.0％ か ら 144.4％ に 修正しました。修正にあたり，監査委員の

審査を受け，市議会平成２１年第３回定例会に報告をしています。  

 

２  資金不足比率  

               （単位  ％）  

特別会計の名称  資金不足比率  
経営健全化

基準  

水 道 事 業 会 計 － 

病 院 事 業 会 計 － 

下 水 道 事 業 特 別 会 計 － 

公 設総合地方卸売市場事業特別会計 － 

柏 都市計画事業南柏駅東口土地区画

整理事業特別会計  
－ 

20 

 柏市は，対象となる会計全てで，資金不足は発生していません。  

 



 

用語解説  

 

○実質赤字比率，連結実質赤字比率  

 実質赤字比率は，一般会計等での赤字の有無と，その標準財政規

模に対する割合を表します。  

 連結実質赤字比率は，特別会計を含む全会計を対象とした実質赤

字（又は資金不足額）の合計の，標準財政規模に対する割合を表し

ます。  

 

 家計に例えると…年収に占める赤字額の割合となります。  

 

○実質公債費比率  

 一般会計等が負担する借入金の元利償還金及びこれに準ずる償還

金の標準財政規模に対する割合です。３か年の平均値で表します。  

 

 家 計 に 例 え る と … 年 収 に 占 め る ロ ー ン 返 済 額 の割 合 と な り ま す 。  

 

○将来負担比率  

 一般会計等が，将来において返済や支払いが必要となる金額（実

質的な負債）の標準財政規模に対する割合です。  

 

 家計に例えると…将来において，返済や支払いが必要となる金  

         額 （ローン残高等）の，年収に対する割合と  

         な ります。  

 

○資金不足比率  

 公営企業会計ごとの赤字（資金不足）額の有無と，事業規模（事

業収入）に対する割合を表します。  

 柏市では，水道事業・病院事業・下水道事業などが対象となりま

す。  

   

※ 標 準 財 政規模＝標準税収入額等（市税や地方譲与税など）＋普通交付税  

 ＋ 臨 時 財 政対策債発行可能額  



 

○早期健全化基準（平成 20年度決算から適用）  

 地方公共団体が，財政状況が悪化した状況で，自主的，計画的  

にその財政の健全化を図る基準。  

 健全化判断比率のうち１つでも早期健全化基準を上回ると，  

 

  ①財政健全化計画の策定（議会の議決）と県知事への報告，  

   外部監査の要求が義務づけられる。  

  ②実施状況を毎年度議会に報告して公表しなければならない。  

  ③早期健全化が著しく困難と認められるときは県知事から必要  

   な勧告が行われる。  

 

 

○財政再生基準（平成 20年度決算から適用）  

 地方公共団体が，自主的な財政の健全化を図ることが困難な状  

況で，計画的にその財政の健全化を図る基準。  

 実質赤字比率，連結実質赤字比率，実質公債費比率のうち１つで

も財政再生基準を上回ると，  

 

  ①財政再生計画の策定（議会の議決）と総務大臣への報告，  

   外部監査の要求が義務づけられる。  

  ②実施状況を毎年度議会に報告して公表しなければならない。  

  ③財政再生計画を総務大臣に協議し，同意を求めることができ  

   る (※ )。  

  ④財政運営が計画に適合しないと認められる場合等において，  

   総務大臣から予算の変更等が勧告されることがある。  

 ※  同 意 が な ければ，災害復旧事業債等を除き，地方債の発行が制限さ  

  れ る 。 一 方，同意があれば収支不足額を振り替えるための地方債の発  

  行 が 可 能 となる。  

 

○ 経営健全化基準（平成 20年度決算から適用）  

 早期健全化基準に相当するもので，公営企業会計の資金不足比率

がこの基準を上回ると，経営健全化計画の策定が義務づけられる。  

 



健全化判断比率等の対象となる会計

　　　　　　公営企業に係る特別会計

・水道事業会計
・病院事業会計
・下水道事業特別会計
・公設総合地方卸売市場事業特別会計
・柏都市計画事業南柏駅東口土地区画整理事業特別会計
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　　　　　「一般会計等」に含まれる特別会計

・公共用地取得事業特別会計
・柏都市計画事業北柏駅北口区画整理事業特別会計
・学校給食センター事業特別会計

　　　　　「一般会計等」に含まれない特別会計

・国民健康保険事業特別会計
・老人保健事業特別会計
・介護保険事業特別会計
・介護老人保健施設事業特別会計
・駐車場事業特別会計

「
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般
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計
等
以
外
」

※公営企
業会計ご
とに算定
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公営事業
会計

　　　　　一部事務組合・広域連合

・東葛中部地区総合開発事務組合
・柏・白井・鎌ケ谷環境衛生組合
・千葉県市町村総合事務組合
・千葉県後期高齢者医療広域連合
・北千葉広域水道企業団

　　　　　地方公社・第三セクター等

・柏市土地開発公社
・柏市都市振興公社
・柏市医療公社
・柏市みどりの基金

≪会計の種類≫ ≪比率の種類≫
・一般会計 「

一
般
会
計
等
」

普通会計
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